
事業事前評価表 

 

１．対象事業名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：ビンフック省投資環境改善事業 

貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：11,718百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 

ベトナムでは、海外直接投資（FDI）は 90年代以降増加し、一時アジア通貨危機の煽
りを受け落ち込んだものの、88 年から 2005 年までに延べ件数 7,000 件余り、金額ベー
スで 662億ドル以上（認可ベース）に上る。国民総生産（GDP）への外資系企業の寄与
度も上昇傾向にあり、2005年にはGDPの 16％程度に達している。同国北部地域へのFDI
流入は同国南部と比較して大きく遅れてきたものの、90 年代後半からは円借款等による
物流インフラの整備が進むと共に、政策的な投資誘致活動も奏功し高い伸びを示している

（88～2003年累計で 1,356件、131億ドル）。但し、北部地域への投資は、特にハノイへ
の一極集中の傾向が強く（2003年北部紅河デルタへの FDIの約 70%がハノイに流入）、
首都圏全域のバランスの取れた持続的発展が必要とされている。 
ビンフック省は、北部主要経済地域を構成する 8 省の 1 つであり、ハノイのノイバイ
空港へのアクセスも良く、ハノイ市の西に隣接する工業地域としての開発が優先的に進め

られている。一方で、近年の同省の工業化、都市化は、隣接するハノイの成長に吸収され

るかたちで、勢いが鈍化する傾向が見られ、ハノイへの一極集中を緩和するためにもビン

フック省への投資誘致を政策的に行う方針が示されている。工業開発及び都市成長に不可

欠な基盤インフラである上下水道、電力供給、道路は現在の需要に対して十分なものでは

なく、今後の人口増加、工業化、産業育成に向けた開発が急務である。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、支援の重点分野として「持続的成長に向

けた基盤整備」が挙げられ、その重要な役割を果たす民間セクターの活動基盤となる経済･

社会インフラ（運輸･物流、エネルギー、情報･通信、潅漑、上下水道等の施設･設備）の

整備が謳われている。 
以上から、本行が本事業を支援することの必要性・妥当性は高い。 

３．事業の目的等 

 本事業は、ビンフック省工業地域周辺の道路、上下水道、電力等のインフラ整備と同省

の投資受入体制の強化を行うことにより、同省における投資の促進を図り、もって地域の

経済活性化及びハノイ大都市経済圏の社会経済発展に寄与するものである。 
４．事業の内容 

(1) 対象地域名 
ビンフック省（工業地域周辺および都市部） 

(2) 事業概要 
① 道路整備 
② 上水道施設整備 
③ 下水道施設整備 
④ 配電用変圧器増設、配電線リハビリ 
⑤ コンサルティング・サービス（詳細設計・入札及び契約補助・施工監理、省政府の



投資家支援体制強化、省政府内に設置される PMU（Project Management Unit）の組
織強化及び運営・維持管理機関の組織制度強化等） 

(3) 総事業費 
14,049百万円（うち、円借款対象額：11,718百万円） 

(4) スケジュール 
2007年 4月～2014年 7月を予定（計 88ヶ月）。保証期間終了時をもって事業完成と
する。 

(5) 実施体制 
① 借入人：ベトナム社会主義共和国政府 
（The Government of the Socialist Republic of Vietnam） 

② 実施機関：ビンフック省人民委員会（Vinh Phuc Province People’s Committee）
③ 運営・維持管理体制：ビンフック道路管理公社、ビンフック上下水道環境公社、ビ

ンフック電力公社 
(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：A 
(b) カテゴリ分類の根拠 
本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年

4月制定）に掲げる道路セクターに該当するコンポーネントを含むため、カテゴリ
Aに該当する。 

(c) 環境許認可 
本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、道路コンポーネントに係る EIA
報告書は2006年12月にベトナム天然資源環境省（Ministry of Natural Resources 
and Environment）により、上下水コンポーネントに係るEIA報告書は 2006年
11月に、電力コンポーネントに係るEIA報告書は 2007年 1月にビンフック省天
然資源環境局（Department of Natural Resources and Environment）により承
認済み。 

(d) 汚染対策 
道路：住宅地を避けるために迂回路線が計画されており、供用時の交通量増加に

よる大気汚染、騒音等による重大な負の影響は想定されない。また、特に影響を受

けやすい学校や病院の周辺においては、必要に応じて防音壁等の緩和策が講じられ

る。 
上下水道：上下水道施設からの排水は、同国国内の排水基準を満たすよう処理さ

れ河川に放流される。また、汚泥は脱水後、十分な容量を持つ処理場にて処分され

る。 
配電網・変電：工事中の騒音等については低騒音重機を使用する等の対策がとら

れる。 
(e) 自然環境面 

事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、

自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
(f) 社会環境面 

本事業は約 79ha の用地取得、16 世帯の住民移転を伴い、同国国内手続きに沿
って取得・移転が進められる。住民協議の結果、本事業の実施に関し、特段の異論

がないことを確認済み。 



(g) その他・モニタリング 
本事業では、PMUが大気質、水質、騒音等について、モニタリングする。 

② 貧困削減促進 
特になし。 

③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 

本事業はエイズ感染の拡大が危惧される国における大規模事業であるため、工事労

働者に対するエイズ対策の実施をコントラクターに義務付ける等の措置がとられる

予定。 
(7) その他特記事項 
特になし。 
５．成果の目標 

(1) 評価指標（運用・効果指標）  
 指標名 基準値 

（2006年） 
目標値 

（2015年 
〔事業完成 1年後〕）

平均日交通量 - 29,000（2014年）
道

路 
所要時間（ﾀﾝﾛﾝ橋～ﾌｯｸｲｪﾝ市間）

（分） 

25 15 

給水人口(人) 57,000 151,000 上

水 給水量(㎥/日) 16,000 46,000 
汚水処理量(㎥/日) 0 4,000 下

水 BOD濃度(出口)（mg/l） - ＜50 
配電ロス率（％） 5.62 ＜4.60 
年間事故停電時間   (時間/年) ビンイェン市 256 

フックイェン市 399
ビンイェン市 51 
フックイェン市 80 

電 

 

力 売電量（千MWh） ビンイェン市 102 
フックイェン市 134

ビンイェン市 412 
フックイェン市 543

(2) 内部収益率 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は、道路 9.8％、上水道

23.4％、下水道 17.3％、電力 10.8％となる。 
① 費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
② 便益：道路は、走行時間の短縮・車両走行費用の削減、上水は、運営・維持管理費

削減効果（紅河を取水源とした場合との比較）、下水道は、運営・維持管理費削減

効果（オンサイト処理施設を活用した場合との比較）、電力は、発電コスト削減効

果（オンサイト発電機を活用した場合との比較） 
③ プロジェクトライフ：40年  
６．外部要因リスク 

 特になし。 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の投資環境整備分野における類似事業の事後評価から、①事業完成後の収益性をよ

り意識した調査を充実すべきである、 ②立地条件、投資条件、インフラ整備、人材調達
が入居促進の鍵である、③当該分野に専門性を有する実施機関による、適切な実施体制の

枠組みが求められる、④物的インフラと制度の両方が整備されて初めて産業集積につなが



る、との教訓を得ており、本案件においては、インフラの整備に合わせて、コンサルティ

ング・サービスの枠組みの中で投資家支援体制強化に取り組むことを予定している。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 平均日交通量 

② 所要時間（ﾀﾝﾛﾝ橋～ﾌｯｸｲｪﾝ市間）（分） 

③ 給水人口(人) 

④ 給水量(㎥/日) 

⑤ 汚水処理量(㎥/日) 

⑥ BOD濃度(出口)（mg/l） 
⑦ 配電ロス率（％） 

⑧ 年間事故停電時間（時間/年) 

⑨ 売電量（千MWh） 
 ⑩ 内部収益率 EIRR（％） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 


